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議決権電子行使プラットフォームの参加会社 900社到達のお知らせについて 

 

株式会社 ICJ（株式会社東京証券取引所及び米国ブロードリッジ社との合弁会社）が

運営しております上場会社と機関投資家との建設的な対話を実現する「議決権電子行使

プラットフォーム」への参加上場会社が 900社を越えましたので、ご報告申し上げます。 

 

議決権電子行使プラットフォーム（以下「プラットフォーム」といいます。）は、上

場会社の株主総会プロセスにおいて、株主総会に関わる関係者をネットワークでつなぐ

ことで、事業価値向上に資する的確な議決権行使に必要な十分な時間の確保と情報受発

信の機会を上場会社と機関投資家双方に提供しています。 

 

上場会社のメリット 機関投資家のメリット 

・行使状況の早期把握。 

・行使状況を踏まえた対応が可能。 

例えば、議決権行使助言会社のレポー

トに対する補足文書の発信・開示な

ど、総会直前まで機関投資家への情報

提供が可能。 

・招集通知の早期入手が可能。 

・議決権行使業務集中の平準化が実現。 

・再行使ができるため、上場会社からの

追加情報などを踏まえ、より充実した

情報に基づいた議決権行使が総会直

前まで可能。 

 

上場会社のプラットフォームへの参加は、コーポレートガバナンス・コードが施行さ

れたこと、経済産業省株主総会プロセスの電子化促進等に関する研究会においてプラッ

トフォームの利活用が提言されたことなどから、参加数は年々増えてきており、昨年 7

月以降新規に 81 社が参加し、本日時点で 905 社の上場会社の皆様をプラットフォーム

にお迎えすることができました。この結果、社数ベースで東証一部の 40％以上、時価

総額ベースで同 86％以上が参加することになります。 

昨年の 6 月総会では、参加上場会社の総議決権個数のうち、約 39％は当社のプラッ

トフォームを通じて電子行使によって処理されましたが、今年は国内機関投資家の参加

も増えており、さらにプラットフォームを活用した対話の促進が期待されます。 



 今年の 3月総会からは、プラットフォームの新たな取組みとして、招集通知の早期ウ

ェブ開示を実施する参加上場会社を対象に、早期ウェブ開示の直後から機関投資家の議

決権行使結果を速報で参加上場会社に配信するサービスを開始しております。 

 

 また株主総会に上程される様々な議案に対して、限られた期間に適切な議決権行使判

断を行う必要のある機関投資家を支援するため、RPA（Robotic Process Automation）

や AI(Artificial Intelligence)を利用して収集した多様なデータを機関投資家の皆様

に提供するサービスも行っております。 

 

株主総会の実務関係者をつなぐプラットフォームとして、上場会社だけでなく、機関

投資家を含めた様々な関係者の皆様のニーズを踏まえながら、今後とも双方の対話支援

につながる多様なサービスを提供・展開していく所存でございますので、引き続き、皆

様のご支援のほど何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 

以  上 

 

【添付資料】 

・ 議決権電子行使プラットフォームの仕組み  【別紙１】 

・ 議決権電子行使プラットフォームへの参加状況  【別紙２】 

・ 議決権電子行使プラットフォーム参加会社一覧  【別紙３】 

 

～～～ 

 

《株式会社ＩＣＪ》 

 

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームの運営会社として 2004 年 7 月に設

立、2005 年 12 月期決算会社より事業開始。株主は株式会社東京証券取引所及び

Broadridge Financial Solutions, Inc.。本社は千代田区麹町。 

 

現在プラットフォームには上場会社 905社、株主名簿管理人 6社、管理信託銀行 5社、

常任代理人 6 社、海外保管銀行 14 社（世界上位 10 社すべて参加）、国内外の機関投資

家約 4500社が参加。 

 

2017 年 6 月総会での実績として、プラットフォーム参加上場会社の議決権個数の約

39％がプラットフォームを経由して行使。 

 


